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家 庭 支 援 課
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平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 生活福祉資金緊急貸付事業助成費

予 算 額 １，５１０，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

厳しい雇用情勢の中、今後も失業者や低所得者が急増することが

見込まれることから、生活福祉資金貸付制度の貸付要件の緩和等を

行いセーフティネットを拡充

事 業 内 容 ２ 制度内容

内 容 現 行 改 正 後

目 的
保 証 人 必 要 不 要

対 象

方 法 等

利 率 （原則）３％
無 利 子

（保証人なしの場合1.5％）

償還期間 最長８年 最長２０年

貸付種類 １０種類 ４種類に統合

担当課・係名 福祉・援護課
課･係 電話番号 075-414-4551

地域福祉・福祉のまち推進担当

健康福祉－１



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 離職者緊急生活資金貸付事業助成費

予 算 額 １００，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

職と住居を失った者等に対して、公的給付を受けるまでの間の生

活費を貸付する制度を創設

事 業 内 容 ２ 制度内容

対 象 者
住居のない離職者で、公的給付や貸付の申請を

受理されている生活困窮者

目 的

対 象 貸付限度額 １０万円以内
方 法 等

連帯保証人 不 要

貸付利子 無利子

担当課・係名 福祉・援護課
課･係 電話番号 075-414-4551

地域福祉・福祉のまち推進担当

健康福祉－２



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 介護職員処遇改善等臨時特例基金積立金

予 算 額 ９，５４６，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

介護保険サービスに従事する介護職員の処遇改善及び介護老人福

祉施設等の円滑な開設を支援するための臨時的な事業に要する経費

の財源に充てるため、「京都府介護職員処遇改善等臨時特例基金」

を設置

事業内容

目 的 ２ 基金の概要
対 象

方法等 (1) 事 業 内 容

① 介護職員の処遇改善計画を作成し、賃金改善等に取り組む事

業者に対する支援

② 介護老人福祉施設等の円滑な開設に向けて事業者が行う準備

等に要する経費に対する助成

(2) 事業期間

平成２１年度から２３年度まで

担当課名 高齢者支援課 企 画 担 当 課・担当 075-414-4567

福祉サービス担当 電話番号 075-414-4574

健康福祉－３



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 介護職員処遇改善緊急対策費

予 算 額 ２，３３０，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

「京都府介護職員処遇改善等臨時特例基金」等を活用し、事業者

が行う介護施設及び障害者支援施設等職員の処遇改善の取組を支援

２ 事業の概要

事業内容 介護職員の処遇改善

目 的 交付対象 介護職員の賃金改善を含む処遇改善計画を作成し、

対 象 府の承認を得た事業者

方法等 事業期間 平成２１年度から２３年度まで

(平成２１年度は、１０月以降のサービスが対象）

事 業 費 介護施設分 １，９１０，０００千円

障害者施設分 ４２０，０００千円

担当課名 高 齢 者 支 援 課 課・担当

企 画 担 当 電話番号 075-414-4567

障 害 者 支 援 課

福祉サービス担当 075-414-4596

健康福祉－４



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 離職者緊急一時宿泊事業費

予 算 額 １１，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

解雇等により住居を失った離職者等に対して、緊急一時的な宿泊

場所を提供することにより生活の再建を支援

事 業 内 容 ２ 事業内容

対 象 者
住居のない離職者であり、公的給付や貸付の申請

を受理されている者で、給付開始までの生活に困

窮する者等

目 的
本人負担額 な し

対 象

方 法 等

利用期間 １週間以内

予定室数 北部、中部、南部で計２０室

担当課・係名 福祉・援護課
課･係 電話番号 075-414-4557

生活保護医療担当

健康福祉－５



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 離職者向け住宅手当緊急支給事業費

予 算 額 １０，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

解雇等により住居を失った離職者等に対して、就職活動に必要と

なる安定した住宅を確保するための住宅手当を支給し、生活の再建

を支援

２ 事業内容
事 業 内 容

対 象 者
２年以内に離職した者で、就労能力と就労意欲

のあるもののうち、住宅を喪失または喪失するお

目 的 それのある者

対 象

方 法 等
支 給 額 生活保護の住宅扶助基準額と同額

（単身の場合：38,200円～41,000円）

支給期間 ６ヶ月以内

担当課・係名 福祉・援護課
課･係 電話番号 075-414-4557

生 活 保 護 医 療 担 当

健康福祉－６



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 自殺対策基金積立金

予算額 ２１０，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

自殺者数が高い水準で推移している厳しい現状を踏まえ、

地域における自殺防止推進体制の整備と関係相談機関との連

携を強化するための事業に要する経費の財源に充てるため、

「京都府自殺対策基金」を設置

事 業 内 容 ２ 事業内容

平成２１年度からの３年間で事業を実施

目的 （１）対面型相談支援事業

対象 関係行政機関や民間団体等との協働による相談活動の

方法等 実施など相談支援体制を強化

（２）電話相談支援事業

関係行政機関や民間団体が行う電話相談事業の充実

（３）人材養成事業

相談支援等において適切な対応を行える人材の養成

（４）普及啓発事業

一人ひとりが自殺予防のために行動（「気づき」「つな

ぎ」「見守り」）できるようにするための広報啓発を実施

（５）強化モデル事業

地域における自殺対策を緊急に強化するための事業を

実施

担当課名 障害者支援課 認定・精神担当 課・担当 電話番号 075-414-4732

健康福祉－７



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 緊 急 自 殺 防 止 事 業 費

予 算 額 ７０，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

京都府自殺対策基金を活用し、自殺防止体制の整備と府民への啓発

等を実施

２ 事業内容

（１）「京都府自殺ストップセンター」の設置

事 業 内 容 ○ 京都府精神保健福祉総合センター内に設置

○ 「いのちサポートチーム」（弁護士、ソーシャルワーカー等）

目 的 を編成し、相談内容に応じて協働して対応

対 象

方法等 （２）「うつ」の早期発見キャンペーン

○ テレビコマーシャルを展開

○ 新聞紙面による啓発

○ 街頭啓発

（３）その他

○ 多重債務相談の拡充

○ 市町村が行う自殺対策事業を支援

○ 地域の相談窓口の相談員の養成、スキルアップ

○ いのちの電話、自死遺族団体への支援

担当課名 障害者支援課 認定・精神担当 課・担当 電話番号 075-414-4732

健康福祉－８



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 母子家庭等緊急就職支援事業費

予 算 額 ３１４，９００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

母子家庭の母等に対し、安定した収入を得て自立した生活が送ることが

事業内容 できるようジョブパーク等と連携して就労・生活支援を行う。

目 的 ２ 事業概要 (単位：千円）

対 象

方 法 等 区 分 事 業 内 容

資格取得を目的に修学する母子家庭の母等に支給する

高等技能訓練 給付金の拡充

促進給付金事業 ・対 象 看護師等資格取得養成機関(看護師・介護

福祉士･保育士･理学療法士･作業療法士)に

修学する者

・支給単価 月額 103千円→月額141千円

・支給期間 修業期間の後半1/2相当期間→全期間

母子家庭等就職 母子家庭等自立支援センター等において就職支援講習

支援保育サービ 会等を実施する際に、保育ルームを設置し、参加しやす

ス事業 い環境を整備

母子家庭等就職 専門員を新たに配置し、母子家庭の母等が就業しやす

活動支援事業 い求人先の情報収集や求人要請等の協力依頼を実施

母子家庭等就職 福祉事務所等に訪問支援員を配置し、母子家庭の母等

支援訪問事業 に対する戸別訪問等を含めたきめ細やかな相談対応等

担当課・係名 家庭支援課 母子・父子担当 課･係 電話番号 075-414-4585

健康福祉－９



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 入所児童等緊急就職支援事業費

予 算 額 42,800 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

厳しい雇用経済情勢の中、安定的な就職が一層困難な状況

にある児童養護施設等の入所者等に対して、就業支援を実施

事 業 内 容

２ 事業概要

目 的 就職活動から職場定着までの一貫した相談・支援、就職先

対 象 の開拓等を、ジョブパーク等と連携して実施
方法等

○
就職活動支援

就職活動先の選択や就職試験等に関する巡回相談、

面接指導を実施

○

就職後のフォローアップ

職場巡回訪問や電話での個別相談による、精神的ケ

アを含めた就職後のフォローアップ

○ 就職機会の拡充

個々の状況に応じた就職先の開拓

＜対象者＞ 児童養護施設等の入所者等

担当課名 家庭支援課 家庭福祉担当 課・担当 電話番号 075-414-4582

健康福祉－１０



健康福祉部

１　趣旨

２　事業概要

（１）感染拡大防止対策費

（２）ハイリスク患者診療体制整備費 408,000千円

項　目 予算額 事業概要

ハイリスク患者の
診療体制整備

千円

408,000

○ハイリスク患者の優先的入院治療のた
  め、医療機関への「感染防止クリーン
  ベッド」の整備

○呼吸器系疾患に備えた人工呼吸機器の
  配備

健康福祉－１１

担当課・係名 健康対策課　感染症担当 課・係電話番号 075-414-4734

平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

事業名 新型インフルエンザ診療体制整備事業費

事業内容

予算額 ６５５，０００千円 新規・継続の別

目 的

方法等

③ 府民への広報・
   啓発

項　目

① 医療機関の
　 診療体制整備

② 患者搬送体制の
   整備

千円

219,000

新規

○インフルエンザ予防マニュアルなどの
  作成・配布

○発熱患者の受け入れを行う病院及び診
　療所への資機材を整備

予算額 事業概要

247,000千円

22,000

○発熱外来医療機関への患者搬送体制の
  充実強化

6,000

　新型インフルエンザの今後の流行期に備え、発熱患者の診療の
受け入れ協力を行う医療機関へ資機材の助成を行うとともに、慢
性肺疾患や心疾患等の基礎疾患を有するハイリスク患者向けの診
療体制の整備を行い府民の安心・安全確保を図る。

防護服、診断キット、予防用抗インフル
エンザウイルス薬、パーテーションなど
の資機材の配備

・振興局単位で患者搬送車を整備



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 救急勤務医・産科医等確保支援事業費

予 算 額 ２０３，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

地域の救急及び産科医療を確保するため、救急

勤務医及び産科医等に対する支援制度の創設など、

地域医療体制の充実を図る。
事 業 内 容

２ 概 要

医師等への手当を支給する医療機関等（府立病

目 的 院を含む）に対して、支給額のうち2/3を補助

対 象 （国1/3、府1/3）
方 法 等

救急勤務医手当

【対象者】救急医療に従事する医師

Ì休日昼間 13,570円(医師一人･救急勤務一回につき)

Ì夜 間 18,659円( 同上 )

分娩取扱手当

【対象者】産科・産婦人科医師及び助産師

Ì取扱１件 10,000円

産科後期研修医手当

【対象者】後期研修医で産科・産婦人科を選択する者

Ì月 額 50,000円

担当課・係名 医療課 地域医療担当 課･係 電話番号 075-414-4744

健康福祉－１２



平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 障害者自立支援対策臨時特例基金積立金

予 算 額 ３，２００，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

福祉・介護人材の処遇改善、事業者の新体系移行等を促進するため

の施設整備等に対する助成を行うため、「障害者自立支援対策臨時特

例基金」を積み増しする。

事 業 内 容 ２ 基金の概要

平成２１年度からの３年間で事業を実施

目 的 ＜事業概要＞

対 象 （１）介護職員処遇改善緊急対策

方法等 障害者施設等における介護職員の賃金改善を促進するため、処遇

改善に取り組む事業者に対して助成を実施

（２）障害福祉サービス充実・強化事業

障害者施設におけるサービス提供体制の充実・強化を図るため、

施設改修への助成や施設運営の安定化に対する支援等の実施

（３）介護・福祉サービス人材確保プラン推進事業

介護・福祉分野において安定したサービスが可能となるよう、人

材確保や定着を図るための総合的な対策の実施

担当課名 障害者支援課 計画・地域支援担当 課・担当 電話番号 075-414-4611

介護・福祉事業課 振興担当 075-414-4561
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平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 障害福祉サービス充実・強化事業費

予 算 額 ５００，０００千円
新規・継続の別 新 規

(一部継続)

１ 趣 旨
障害者支援施設等の新体系移行を促進するため、京都府障害

者自立支援対策臨時特例基金を活用し、施設整備等に対する助
成を行う。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 新体系サービス基盤整備支援事業
対 象
方法等 新体系サービスに必要となる改修及び増築（継続）、

開設準備経費（新規）などに対する助成

新体系移行運営安定化支援事業 （新規）

旧体系事業者が新体系へ移行した場合に従前の収入額

を保障（※９割保障適用施設は除く）

３ 事業費

新体系サービス基盤整備支援事業 ４４０，５００千円

新体系移行運営安定化支援事業 ５９，５００千円

担当課名 障害者支援課 福祉サービス担当 課・担当 電話番号 075-414-4596
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平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 社会福祉施設等整備臨時特例基金積立金

予 算 額 ７，１２６，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

地震や火災の発生時における安心・安全の確保及び地域に

おける適切な介護サービスの提供を目的とした社会福祉施設

等の整備を行うための事業に要する経費の財源に充てるた

事 業 内 容 め、「京都府社会福祉施設等整備臨時特例基金」を設置

目 的

対 象

方法等 ２ 基金の概要

(1) 事 業 内 容

① 社会福祉施設等の耐震化整備に係る経費を助成

② 社会福祉施設等のスプリンクラー整備に係る経費を

助成

③ 小規模介護施設等の新設や増設に係る経費を助成

(2) 事 業 期 間

平成２１年度から２３年度まで

高齢者支援課 福祉サービス担当 075-414-4574

担当課名 障害者支援課 福祉サービス担当 課・担当 電話番号 075-414-4596

家庭支援課 家庭福祉担当 075-414-4582
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平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 社会福祉施設防災対策等事業費

予 算 額 ３，８６１，５００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

京都府社会福祉施設等整備臨時特例基金を活用し、社会福

祉施設等の整備を支援

２ 事業概要
事 業 内 容

(1) 社会福祉施設等の耐震化等の整備（１，４６１，５００千円）
目 的

対 象

方 法 等 耐震化整備事業 スプリンクラー

整備事業

事業主体 府（京都市以外の事業者）

京都市（京都市事業者）

交付対象 障害児者関係施設、児童関係施設

(2) 介護施設の基盤整備（２，４００，０００千円）

介護基盤緊急 スプリンクラー

整備事業 整備事業

府（広域型老人福祉施設）

事業主体 市 町 村 市町村（小規模多機能型居宅介護）

小規模介護施設 広域型老人福祉施設

交付対象 地域介護拠点等 （特別養護老人ホーム等）

小規模多機能居宅介護事業所

担当課名 高齢者支援課 福祉サービス担当 課・担当 電話番号 075-414-4574

障害者支援課 福祉サービス担当 075-414-4596

家庭支援課 家庭福祉担当 075-414-4582
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平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 こども未来基金積立金

予 算 額 ２，５１２，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

平成２０年度に設置した京都府こども未来基金の積み増しを行うこ

とにより、保育所の耐震改修等への助成や、母子家庭等や施設入所児

童等への支援を実施する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

平成２１年度からの２年間で事業を実施（就業支援については３年

間）

＜事業＞

目 的 ○保育所耐震化等支援

対 象

方 法 等 ・保育所の耐震化支援

・保育サービスの充実や子育て家庭への支援等

○母子家庭等緊急就職支援

・訓練給付金の拡充による資格取得支援

・就業相談の充実や就労活動への支援等

○入所児童等緊急就職支援

・施設入所児童等の就職活動支援

こども未来課 子育て支援担当 075-414-4581
担当課・係名 家庭支援課 家庭福祉担当 課･係 電話番号 075-414-4582

母子・父子担当 075-414-4584
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平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 保育所耐震化等支援事業費

予 算 額 １，３９４，７００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

京都府こども未来基金を活用し、保育所の耐震改修等に対する助成

を実施し、安心して子育てのできる環境を整備

事 業 内 容 ２ 事業概要

目 的 実 施 主 体 市町村

対 象

方 法 等 整備対象施設 民間保育所

補 助 率 基金 １／２ 市町村１／４ 事業者 １／４

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581
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平成２１年度６月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 不妊治療給付事業助成費（特定不妊治療助成費）

予 算 額 ３１，４００千円 新規・継続の別 拡 充

１ 趣 旨
昨今の厳しい経済状況を踏まえ、経済的理由で不妊治療を断念することの

ないよう、治療に要する経費の助成制度を拡充

事 業 内 容 ２ 事業内容

対象治療 体外受精、顕微鏡受精等（保険適用外）

目 的 （これらに付随する検査を含む。）

対 象

方 法 等 給付内容 体外受精、顕微授精に要する自己負担額

・ １回の治療につき、１５万円上限（現行１０万円上限）

・ １年度当たり２回まで、通算５ケ年助成

・ 所得制限は年７３０万円未満（夫婦）

＜現状＞ ＜拡充後＞

自己負担２０万円 自己負担１５万円

公費

５万円（国1/2 府1/2)
今回拡充分

公費 公費

１０万円（国1/2 府1/2) １０万円（国1/2 府1/2)

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581

健康福祉－１９




